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1. 本報告のねらい 

 東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）から10年が経過した

2021年春， 私たちは新たなCOVID-19の脅威に晒され，制約の

多い日常を強いられている。こうした新しい脅威に支配されると

従前の巨大災害の記憶が人々の心の中で希薄となり，災害で得ら

れた教訓が風化してしまうという過ちを私たちは重ねてきた。そ

こで本報告では，近未来に襲来が予測される南海トラフ地震の津

波被害から市街地を守るために，長らく都市地理学で住宅研究に

励んできた立場から「地理学にできること」「地理学が果たすべき

役割」について，ささやかな提案を試みたい。 

2. 地震のタイプを峻別することの大切さ  

 日本におけるTV速報等で，私たちは頻繁に「この地震による

津波の心配はありません」とのテロップや解説に遭遇する。これ

は東北地方太平洋沖地震で生じた津波の恐怖が一種のトラウマと

なり「地震＝津波」との曲解が普遍化していることを裏付けてい

る。自然地理学的な素養がわずかでもあれば，地震がプレート境

界型（東北地方太平洋沖地震タイプ）とプレート内断層型（兵庫

県南部地震や熊本地震タイプ）に大別されることは自明である。 

しかし，そうでない立場にある大多数の国民は両者の判別が即

座にできない。そこで，上に記したような報道と接することにな

る。実のところ，浅海底で発生した地震の多くはプレート内断層

型なので， 震源地が海底であっても津波を伴わない。 津波の恐

怖から少しは解放されるために，地理や地学で正しい地震の知識

を得ておくことが，災害大国で暮らす国民として大切である。 

3. 経済活動の促進と都市復興的観点からみた規制 

 東北地方太平洋沖地震で沿岸部に多大な被害が生じたのは，地

形的な平坦部が極めて限定的であるリアス海岸地形に由来すると

ころが大きい。しかし，河川を遡った津波が被害域を拡大した北

上川のような事例，広大な海岸平野が津波に洗われた宮城県や福

島県の事例もある。これらに共通するのは，海抜標高の低い地域

が津波の標的になったということである。 

 周辺地形の形状次第で津波遡上高に高低があることは既に各地

で実証されているが，海抜標高が高い場所の安全性が相対的に高

いことには疑いを挟む余地がない。ただ，土地利用のしやすさや

他地域との交流を考えると，沿海地域では海抜標高が低い場所の

方が経済活動にとっては有利なケースが多い。それゆえ，大規模

な防潮堤が三陸地方各地で進んでいる。しかし，ギネスブックに

も掲載されていた宮古市田老の防浪堤が津波で破壊されたことに

思いを馳せると，巨大防潮堤を過信するのは甚だ危険である。 

 とりわけ，瞬時に避難行動に移れない高齢者もいる住宅地は，

可能な限り沿岸低地を避けて開発する必要がある。災害を受けた

際の人命の損失，市街地復興の際のコストを考慮すれば，不動産

所有に関わる私権を制限する何らかの手立てが求められる。 

 三陸各地では，復興の際に海抜標高を強く意識した都市復興策

が，宮古市田老や陸前高田市などで講じられている。都市計画法

に基づく旧来の用途地域（ゾーニング）は，二次元的な観点に立

ち海抜標高を殆ど考慮していなかったが，その弱点を改善する三

次元的観点に立った工夫が普及に向けて黎明期を迎えたのである。 

 こうした局面において，自然的基盤と人文・社会的基盤の双方

を備えた地理学には大変に大きな役割と可能性がある。如何なる

場所で如何なる防災・減災対策が求められるのかの判断には，用

途地域指定の際に数値標高モデル（DEM; Digital Elevation Model）

を利活用することが不可欠であり，そこに自然地理学研究者が積

極的に関与していくことが求められる。他方，用途地域指定は私

権の制限を伴うため，安全性を確保しながらも私権の制限を最小

限に抑える工夫の場において，都市地理学や経済地理学，さらに

社会地理学や政治地理学も包含した，バランス感覚に富む人文地

理学研究者の活躍が期待される。このような自然地理学と人文地

理学のコラボレーションが強靭な国土の形成に大きく寄与し，地

理学のプレゼンスを一層向上させることは間違いない。 
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1. 背景 

本報告では，災害伝承に関する具体的な事例を紹介し，

効果的な災害伝承に向けて今後どのようなアプローチが可

能であるのかについて展望する． 

 地域の中で行われる災害伝承は，過去の災害による被害

状況，教訓，今後の災害危険性などを地域に落とし込んで

いく営みであると考えられる．災害対策としての伝承の重

要性は，客観的な被害記録だけでなく，過去の被災経験・

教訓といった人々の記憶を空間に埋め込んでいくこと，そ

の営みに地域住民が主体となって継続的にかかわり続けて

いくことにあるだろう． 

 災害伝承は，物理的な空間に表象させるもの，資料とし

て保存するものなどいくつかの種類に分けられる．前者

は，空間的実践として石碑や遺構などの設置，後者は記録

集や写真集などが挙げられるが，両者が融合したものも存

在する．後者のうち，近年動きがみられる災害デジタルア

ーカイブに着目しながら，既存のデジタルアーカイブの課

題をふまえて構築された「インターネット上の地図」とい

う地理空間における災害伝承の事例について紹介する． 

 

2. 災害デジタルアーカイブの展開と課題 

 災害資料についてデジタル媒体で収集・保存する災害デ

ジタルアーカイブは，東日本大震災以降一層進められてき

た．政府により「復興構想 7原則」のひとつとして「大震

災の記録を永遠に残し，広く学術関係者により科学的に分

析し，その教訓を次世代に伝承し，国内外に発信する」こ

とが提言されたこともあり，震災発生直後から震災資料の

保存に高い関心が集まってきた（柴山ほか 2018）．災害に

関する記録を電子的に保存・公開するデジタルアーカイブ

が数多く構築されてきた一方で，なぜ残すのか，いかに活

用するのかという目的が不明確なまま，ただ資料を電子デ

ータ化し保存するだけのアーカイブが乱立した結果，その

一部は予算縮減とともに閉鎖される問題も起こった． 

 

3. 事例：2014 年神城断層地震震災アーカイブ 

 2014 年神城断層地震震災アーカイブ（以下，神城アー

カイブ）は，小谷村・白馬村・信州大学の共同研究として

2017 年度からはじまり，地震から 4 年後の 2018 年に公開

が開始された．被害状況だけでなく，震災による課題や教

訓などを含めた復旧期・復興期の記録や記憶を網羅的にデ

ジタル化してインターネット上で公開し，保存・活用して

いく取り組みである（https://kamishiro.shinshu-bousai.jp/）． 

神城アーカイブの特徴として，大きく 3 点が挙げられる．

1 点目は，空間で整理されている点である．神城アーカイブ

は，Web-GIS を基盤とした e コミマップを活用し，データ

ベースを構築している．コンテンツに位置情報が紐づけら

れて公開されていることから，地図上から検索が可能にな

っている．そのため，被害の空間的広がりや全体像を把握

しやすい． 

2 点目は，時制で整理されている点である．発災時の写

真・動画，発災から現在までの時間軸に沿ったインタビュ

ー，防災マップ等のコンテンツが収録されている．発災，復

旧，復興と時制ごとに記録内容を整理して地図上に表示さ

れていることで，時期や内容からも検索可能となっている． 

3 点目は，保存だけでなく利活用を目的としている点で

ある．資料の収集・保存にとどまってしまうことが，多くの

既存のアーカイブの問題点であったが，神城アーカイブは

利活用を想定したうえで基盤を構築している．例えば防災

教育への活用事例，震災遺構とデジタルアーカイブを連動

させるためのオフサイト構築など生涯学習事業との連携が

紹介されている．将来的には，住民主体の運営を目指すこ

とを目的に，継続的に利活用されるアーカイブとなるため

のコンテンツ，仕組みの整備が進められている． 

 

4. 課題と今後の可能性 

これまでのデジタルアーカイブと以上の事例をもとに，

効果的な災害伝承に向けた課題と可能性についてまとめる． 

デジタルアーカイブの課題としては，（1）情報へのアク

セス，（2）デジタルアーカイブの管理の 2 点が挙げられる．

（1）情報へのアクセスについては，紙媒体の資料と異なり

収集・保存量が圧倒的に多いのがデジタルアーカイブの特

徴である．だからこそ，いかに利用者が使いたい情報にア

クセスできるかが問題になる．利活用をふまえて，ストー

リーを作りながらコンテンツごとに整理していく，地図空

間上に時制で分けてコンテンツを表示させることが解決策

として考えられる． 

（2）管理について，ローカルなスケールで取り組まれる

ものほど資金拠出，コンテンツ等構築，更新の主体につい

て，取り決めを結ぶことは容易ではない．現段階の解決策

の一つとしては，利用目的に特化して外部団体と接続・連

携しながら運用することが考えらえる．また，災害デジタ

ルアーカイブといった営みの成果は，長期的な取り組みを

継続することで現れるものであるため，短期的に評価する

ことが難しい．この点は予算の確保等の面で課題となるだ

ろう．ただし管理に関しては，物理的空間における実践で

あっても同様の問題は発生しうる． 

神城アーカイブでの実践のように，住民が継続的に関与

し続けるための仕組みとして，アーカイブの利活用を前提

とした基盤の構築がデジタルアーカイブを構想する初期の

段階で必要となってくる．一方で，デジタルアーカイブの

取り組みは緒に就いたばかりであるため，具体的な解決策

の提示は今後の課題である． 災害伝承にとって物理的空間

の重要性は大きい．しかし，その限界についても認識し，相

互を補完するものとして災害デジタルアーカイブを位置づ

けることが，効果的な災害伝承の可能性として提案できる． 
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1． はじめに 

 危険な場所に住まないことは究極の災害対策であり、前近代

社会では優先事項であったはずである。しかし、とくに20世

紀後半の日本では比較的大規模な地震災害や水害等が少なく、

急速な都市化の進行のもとで、危険な場所に人口や資産が集中

した。 

 地震災害でいえば、1923年の関東地震（関東大震災；死者

10万人以上）のあと、1995年の兵庫県南部地震（阪神淡路大

震災；死者6000人以上）と2011年東北地方太平洋沖地震

（東日本大震災；死者・不明2万人以上）が大規模な人的被害

となった。 

 洪水害では1959年の伊勢湾他台風（死者5000人以上）以

後、1972年7月豪雨と1982年の豪雨と台風（いずれも死者

400人以上）、そして2018年西日本豪雨（死者200人以上）、

2019年東日本台風（死者100人以上）が突出する。 

 「想定外」の災害のあと、毎回新たな法律や対策が追加され

てきたが、危険な場所に住まないようになったのだろうか。 

 

2．災害対策基本法（1961年） 

 災害対策基本法は1959年の伊勢湾台風での激甚な災害によ

り、1961年に制定された。現状では、市町村長が防災施設の

整備の状況、地形、地質その他の状況を総合的に勘案し、避難

のための立退きの確保を図るため、「指定緊急避難所」や、被

災住民等を一時的に滞在させるため、「指定避難所」を指定す

る（49条）とされるものの、居住地に関する規定はない。 

 

3．建築基準法（1950年） 

 災害対策基本法以前より、建築基準法では「災害危険区域」

の指定がある。地方公共団体は、津波、高潮、出水等による危

険の著しい区域を災害危険区域として指定し、住居の用に供す

る建築の禁止等を定めることができる（39条）。 

伊勢湾台風直後の1959年10月の建設事務次官通知に、「特

に低地における災害危険区域の指定を積極的に行い、区域内の

建築物の構造を強化し、避難の施設を整備させること。」とあ

る。これを受け、名古屋市では臨海部防災区域として、第1種

（原則、主要構造部が木造以外）、第 2種（居住室を有する建

築物を建築する場合は、2階以上の階に居室を設ける）等の建

築規制を設けた。 

しかし、2015年現在、出水に関して条例を制定した地方公

共団体は32、津波関連は28にとどまり（春原ほか2017、

GRIPS）、東京都や大阪府にはない。 

 

4．防災集団移転促進特別措置法（1972年） 

1972年7月豪雨を契機として、地方公共団体による集団移

転事業に対し国が財政上の助成をすることを定めた。対象とな

るのは、災害が発生した地域や「災害危険区域」で、1986年

の小貝川水害では遊水地を造成し、地区内の集落を集団移転さ

せ、東日本大震災では戸数10戸以上から5戸以上に緩和され

たが、基本的には被災した地域を「災害危険区域」に指定し、

集団移転事業の対象とする場合が多い。 

 

5．土砂災害防止法（2000年） 

 1999年の広島土砂災害を契機に、都道府県知事が著しい土

砂災害が発生するおそれがある土地の区域（土砂災害特別警戒

区域；レッドゾーン）において、一定の開発行為を制限や建築

物の構造を規制することができる、とした。 

しかし、土地価格の低下の懸念や建築物への構造規制への不

満などから住民の反対が多く、指定が進まないところが多い。 

 

6．津波防災地域づくり法（2011年） 

2011年の東日本大震災後、最大クラス（L2）を想定し、都

道府県知事は、一定の開発行為及び建築等を制限すべき土地の

区域を「津波災害特別警戒区域」として指定することができ

る、とした。土地利用規制はレッドゾーン（居室等規制）に加

え、オレンジゾーン（病院・要配慮者施設等）が設けられる。 

 

7．地理学における課題 

 建築や土地利用規制等は「私権の制限」であり、住民が制限

をきらう、あるいは行政が補償を行う必要があり、大きくは進

んでいない。防災集団移転の場合も「災害危険区域」の指定な

どが必要である。 

ハザードマップ(狭義)で規制対象区域を示しているのは、現

状では土砂災害と津波であり、洪水や高潮では示されていな

い。要配慮者施設等は優先してハザードマップにもとづく対応

を行うべきであろう。危険な場所は土地が安く、経済的に選択

の余地がないということは許容されるべきではない。 

さらに、コンパクトシティ（立地適正化計画）における「居

住誘導地域」と浸水想定区域や水深などの検討や、「流域治

水」における居住の位置づけなども、地理学的検討が早急に必

要である。 
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1. 人工物飽和時代における防災の問題点 

生活空間が様々な人工物で満たされ，利便性や生産性が高

まる一方，人為の加わらない自然と接する機会は減っている。

自然から心身が遠ざかれば，自然を認知する力は弱まる。 

大規模な自然災害は，人工物だけでは防げない。しかし，堤

防などの人工物による防災が進むと，自然を甘く見るようにな

り，不用心に陥りやすくなる。目先の効率を追求する風潮が重

なれば，ありのままの自然を知ろうとする意欲は削がれ，災害

を想定する力は弱まり，未来の安全のために今とるべき行動

が起こせなくなる。 

人工物を増やせば，リスク要素も増える。旧河道や急傾斜地

の宅地化，埋立地の造成・開発など，枚挙に暇がない。また，

人工物の生産過程で排出される二酸化炭素は，気候システム

に影響を与え，気象災害を甚大化させうる。 

人工物による自然力の制御には限界があり，上記のような

直接・間接の副作用を伴う。このことを自覚し，脆弱な土地を開

発しない，リスクの高い場所から移住する等の長期的な対応を

含めた，総合的な防災を進める必要がある。 

 

２．防災地理教育の必要性 

災害サイクルはライフサイクルより長い。このことが，防災教

育を必要とする。地球温暖化や土地開発に伴う災害の激甚化

が懸念される現代社会においては，外部からの公的な防災教

育の必要性が正当化されよう。 

災害の種類や規模や頻度は，地域ごとに異なる。居住地の

災害特性を客観視でき，その場所に適した防災や暮らしを自ら

考えることができる人材を育てなければならない。 

第一に学ぶべきは，人工物の少ない時代を生き抜いた地域

住民の知恵だろう。知恵の具現といえる「自然災害伝承碑」を

地理院地図で探すことから始めるのも良い。あわせて，地形分

類図も活用したい。大縮尺の地形分類図を見れば，過去に“地

形を変える力”が及んだ範囲（ハザードエリアを示唆）を，面的

に把握できるからである（須貝 2020など）。そして，地域の災害

リスクを下げていくには，地域の自然と社会の仕組みを両睨み

できる広い視野を育むことが肝要である。 

これらの課題を達成するには，時空間の階層構造や地生態

系概念に基づき，居住地の土地条件を多層的かつ動的に捉え

る地理的センスが必要である。これを磨くには，（1）フィールド

ワークによる主体的，総合的な地域の理解（生活圏の地誌とよ

ぶべきもの）と，（2）多様な地理的技能の習得とを相互に促進

させる体系的な学習が効果的であろう。（２）では，（a） 観察や

ヒヤリング・アンケート調査による１次データの取得，(b) 統計・

GIS分析，(c)地図表現をパッケージ化したい。 

教育指導者は，地元の自然環境や社会・文化環境を探究し

続ける態度を，身をもって示すことも大切だろう。災害激甚化時

代を生き抜くための柔軟な発想力を養うには，地理学の基礎

の上に立つ実践的な教育が不可欠である。 

 

３．自然との関係の再構築の場としての防災地理教育  

自然は，不断の生命維持装置であるにも関わらず，突如とし

て凶器と化す。いつの時代を生きる人間にとっても，自然はア

ンビバレントな，未知なる要素を含んだ存在である。 

しかし，あまりにありふれた自然や稀な自然は，意識されにく

い。産業革命以降，人間は自然の一部として生かされていると

いう事実すら，忘れられてきたように思われる。 

防災地理教育は，地域の自然環境に適した生活を再考し，

人間と自然との関係の再構築に貢献するために， 

１）地元を歩き，身近な自然の恵みを再発見する 

２）被災地をたずね，自然の猛威を追体験する 

３）時空間軸を広げ，今ここでの生活を相対化する 

３要素を調和的に結合する工夫が必要である。１）は，自己の

世界観の確立につながる（須貝 2018など）。２）は，身近に潜ん

でいる災害の芽に気づかせてくれる。３）は，地域社会と自然

環境との多面的で歴史的な関係を理解する助けとなる。郷土

の自然や文化と親しみ，災害を生き抜いた先人に敬意を払い，

良き習慣を身につけ，自然に対する畏れを取り戻す，全人的教

育の一環としての防災教育を展開すべきだろう。 

文献：須貝（2018）科学 88，148-152. 須貝（2020）地理 65，84-91. 


